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表紙▶四万ブルー（群馬県 四万湖）

四万湖は光の加減や時間帯によってコバルトブ
ルー、インディゴブルー、ターコイズブルーなど
1日のうち何度も変化する湖水が楽しめる人造
湖です。それは裏磐梯の五色沼と並び称されて
いるそうです。この日は四万温泉に行く途中に
立ち寄ったので、楽しそうに漕ぐカヌーを橋の上
から羨ましく眺めていました。この夏は愛犬との
カヌー（できればSUP）を楽しみたいと思います。

食品事業部
沼沢 由紀
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気候変動への対応
　昨年秋の『 JACO NEWS』でも、気候変動について、
思うところを書いてみましたが、今回もまた少し、
取り上げてみたいと思います。
　前回の『 JACO NEWS』では、地球規模で気温が上
昇していて、北半球では史上最も気温の高い夏にな
ったこと、その影響もあってか、いろいろなところで、
山火事や干ばつが起きていること、また、日本でも、
東京、大阪ともに猛暑日と真夏日の合計が、90日を
超え、東京の猛暑日22日間、真夏日68日間、合計90
日間は、過去最も多い日数となったと述べました。
今年は、どんな夏になるのでしょう。去年と同じよ
うな夏になるようですと、かなりうんざりです。4月
に30℃を超え、4月の最高気温を更新した地域もあり
ますので、今年も暑くなるのでしょうか。
　さて、地球温暖化と気候変動の違いをあらためて、
おさらいしてみたいと思います。「地球温暖化（Global 
Warming）」という言葉は、1975年に米国コロンビア
大学の地球化学者の教授によって、学術誌で発表さ
れた論文で使われたのが最初となっています。地球
温暖化という言葉が使われる場合、「人為的な原因に
よって地球の表面温度が高くなっていること」を示
しており、大気中の二酸化炭素など温室効果ガスの
濃度が増加し、地球の気温が上昇することを意味す
ることが多いようです。一方、「気候変動（Climate 
Change）」は、「自然現象」や「人の活動」が原因で引き
起こされる気温や気象の長期的な変化を示すもので
す。「自然現象」が原因の気候変動は太陽活動の変化
や公転周期の変動、火山の噴火によって起こり、本
来、気候変動は、数十年の長い期間で気温が上下す
るものですが、人の活動によって地球温暖化が起こ
り、気候変動はよりスピードが速くなっているよう
に思われます。　
　ご承知の通り、地球温暖化は、大気中の「温室効果
ガス」の濃度が増えることが主な原因となっていま
す。温室効果ガスのうち、最も多くを占めるのは二
酸化炭素ですが、大気中の二酸化炭素は、「石油・石
炭など化石燃料の燃焼」や、「森林破壊による吸収量
の低下」によって増加しています。
　地球温暖化に対して、進行を食い止めようとする

「緩和策」が重要な対策ですが、気候変動の影響をで
きるだけ小さく抑える「適応策」も必要不可欠です。
この「緩和策」や「適応策」として、産官学で協力し
て、省エネにつながる活動や、省エネとなる製品開
発、あるいは、エネルギーを生み出す科学技術の開
発なども進めています。最近のニュースによります
と、ドイツでは、最近新たに7基の火力発電を停止し
たそうです。ドイツは昨年の4月に原発が無くなって
以来、電気代の高騰と供給不安で、経済が下降気味
となっています。こういった状況の中、電気やガス
を多く使う大企業が、生産工程を国外に移転してい
るといいます。あまりに急激な、脱原発、脱石炭は、
国力や国民の生活を考えると疑問符がつきます。
　さて、すでに皆様には、ご連絡済みですが、2024
年 2月 23日に各 ISOマネジメントシステム規格の追
補（Amendment）が発行されました。その内容は、
4.1項と 4.2項に気候変動に関する内容が追加されま
した。その意図は、マネジメントシステムの有効性
の観点から、他のすべての課題に加えて、気候変動
の課題を組織が考慮することを確実にすることです。
気候変動は、地球規模の課題ですので、この機会に
あらためて、考慮いただければ幸いです。
　この『 JACO NEWS』を皆様にお届けするころには、
代表取締役の任期を終え、岡島新社長にバトンタッ
チしております。在任中は皆様からひとかたならぬ
ご厚情を賜り深謝申し上げますとともに、新社長へ
の変わらぬご指導・ご鞭撻と JACOへの引き続きのご
支援を何卒よろしくお願い申し上げます。

2024年6月吉日

ご挨拶

株式会社日本環境認証機構
代表取締役社長

小野寺 浩幸
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サステナビリティ経営
　環境、社会、ガバナンスなどに関し
て、企業経営に影響を与えるリスク
と機会は多岐にわたる。個別にみれ
ば、腐敗や汚職、公害問題など古くか
ら認識されている問題も多いが、近
時、対処すべき社会課題の広がりを
受け、これをサステナビリティリス
ク（ESG関連リスク、非財務リスク
とも呼ばれる）という総体として捉
え、マネジメントによる対応を強化
する必要性が高まっている。気候関
連（TCFD）、自然資本関連（TNFD）
など、新たなフレームワークの登場
で関心を集めているサステナビリテ
ィに関する情報開示圧力の高まりも
その一環である。わが国では、こう
した情報開示は、これまで任意の枠
組を中心に進められてきたが、近時、
IFRS財団による非財務情報開示ルー
ルの標準化（ISSB）、欧州委員会によ
る「企業サステナビリティ報告指令
（CSRD）」など、海外における様々な
動きもあり、法定開示が強化される
傾向にある。また、その開示対象も、
環境に留まらず、人権、人的資本など
へと広がりをみせており、対応に苦
慮する企業も少なくない。

背景事情としてのESG主流化
　こうした変化の背景には、「非財務
的価値」に着目したESG投資のメ
インストリーム化が進み、上場企業
はもとより、そのサプライチェーン

に連なる企業の経営にも影響を与え
つつあるという金融界の変化がある
（図1）。明確な定義があるわけではな
いが、ESG投資の根底にあるのは、
長期アクティブ投資の考え方といわ
れる。不確実性の高い長期にわたる
投資先を選別するために、現在の力
を示す財務情報に加えて、将来のレ
ジリエンスや成長可能性を示す非財
務的な情報にも着目しようという発
想である。非財務情報といっても、そ
の扱いには、ギャンブルや兵器産業
など特定の対象をあらかじめ投資対
象から排除する伝統的なネガティブ
スクリーニングから、個々の企業価
値評価に非財務価値を織り込むもの
まで、様々なアプローチや類型があ
る。現在の主流は、企業の競争優位を
支えるビジネスモデルの長期的な持
続可能性に着目する「 ESG統合」の
視点である。いわば、不確実な長期を
展望して、個社ごとに「稼ぐ力」の持
続可能性を見定めようアプローチで
ある。企業がこうした期待に応える

には、リスクや事業機会となりうる
社会課題を特定して自らのビジネス
モデルに落とし込み、成長戦略と同
期させる戦略（当社が成長すればす
るほど、この社会課題が軽減される）
を提示する必要がある。一般に「価値
創造ストーリー／シナリオ」などと
呼ばれるが、ESG投資家の関心に対
応したストーリーの巧拙は、統合報
告で最も重視されるコンテンツとな
っている。
　なお、直近の動きとして、アメリカ
で始まった「反ESG法」の影響が懸
念されているが、化石燃料へのネガ
ティブスクリーニングがエネルギー
コスト高騰の要因として批判された
り、冠としての「ESG」という用語の
排除が進む一方、非財務情報を活用
した長期投資の有用性までが否定さ
れているわけでないことや、欧州で
は引き続きESGの純化（いわゆるグ
リーンウオッシュの排除）が進めら
れていることなどからみて、呼称は
ともかく、このトレンドに大きな変

■図1　日本のESG投資残高の推移

出所：日本サステナブル投資フォーラム（JSIF）　http://www.jsif.jp.net/data

サステナビリティ経営とESG
JACOフォーラム…基調講演
Close-up

株式会社日本政策投資銀行　設備投資研究所長  竹ケ原 啓介 様
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化はないものと考えられる。

間接金融への波及
　ESGの主流化は、上場企業と機関
投資家との関係に留まらず、地域に
おける間接金融の世界にも波及して
いる。地域課題を把握し、その解決
と取引先企業の成長を同時追及する
「 ESG地域金融」というコンセプト
の登場である。前述のとおりESGの
本質が長期の視点から非財務情報に
も着目した対象の選定にあるとすれ
ば、これは、もともと地域金融機関が
メインバンクとして取引先企業との
間で構築してきた関係性と共通する
部分が多い。地域金融機関は、ゴー
イングコンサーンの前提（長期視点）
の下、財務情報に留まらない企業の
様々な側面を評価しながら取引先企
業を支えてきた。近年、担保や保証に
過度に依存せず、企業の事業性を深
く理解して様々な支援を講じる「事
業性評価」に取り組む金融機関が増
えていることも、この温故知新を促
している。こうした地域レベルの活
動と資本市場におけるESG投資とに
違いがあるとすれば、金融機関の役

割だろう。自ら価値創造シナリオを
構築して開示してくる大企業と異な
り、中小企業では、「貴社の環境経営
は何か」と問われて即答できる所は
多くない。しかし、そうした企業で
あっても、生産性の改善やコスト削
減、取引先からの要請への対応など
で日々様々な経営努力を行っている。
こうした活動を別の側面からみれば、
資源生産性の改善やエネルギー効率
の改善と評価することは可能である。
こうした日常業務の中に埋没した環
境要素を引き出し、企業が意識せず
に実践している環境経営を「見える
化」する機能が、地域金融機関には期
待されており、見方によっては、その
役割はESG投資家よりも難しいとさ
えいえる。
　その一例として、近時、気候変動
問題への対応が産業構造の変化（多
排出産業の撤退など）を通じて地域
経済にもたらす影響を把握し、そこ
まで思いの至らない取引先企業との
対話を通じて、来るべき将来への備
えを共に考えようと努力する地域金
融機関の取り組みが各地で見られる
（図2）。気候変動対策が地域の雇用等

に及ぼす影響を緩和する、一種の「公
正な移行（ジャスト・トランジショ）」
の機能を提供しているとみることが
できる。これは、地域経済の主役であ
る中堅・中小企業にとって、次の成
長や転戦を考える契機となるかもし
れない。金融の世界で進むESG（的
なもの）の主流化は、企業規模を問わ
ず、新たな機会という側面を持つ。

改めて確認すべきEMSの効用
　気候変動問題をはじめとする社会
課題の解決と企業活動を同期させる
には、大企業における投資家向けの
価値創造ストーリーの構築であれ、
地域密着レベルで行われる「意図せ
ざる環境経営」の見える化と機会創
出であれ、組織的・体系的な取り組み
が大前提となる。この観点からみれ
ば、ISO140001のPDCAサイクル
を通して培われたEMSの経験・ノウ
ハウは極めて重要な基盤といえる。
著しい環境側面の特定と適切なリス
ク管理という伝統的な役割に加え、
ESG主流化の時代に対応した、機会
認識のためのツールとしても、一層
の推進が期待される。

出所：環境省資料より作成

【北海道】
◉北海道銀行（2020）
◉北洋銀行(2021)

【秋田県】
◉北都銀行（2021）
◉秋田県信用組合（2023）

【新潟県】
◉第四北越銀行
（2021,2022）

【長野県】
◉八十二銀行
 （2021）

【富山県】
◉北陸銀行
 （2020）

【福井県】
◉福井銀行／福邦銀行（2023）

【滋賀県】
◉滋賀銀行（2019）

【京都府】
◉京都信金（2020）
◉京都銀行（2021）

【鳥取県】
◉米子信用金庫（2021）

【大阪府】
◉大阪信用金庫（2019）

【兵庫県】
◉みなと銀行（2019）
◉尼崎信用金庫（2022,2023）

【岡山県】
◉玉島信用金庫（2021）

【広島県】
◉広島銀行(2019, 2021, 2023）

【福岡県】
◉福岡銀行（2019）
◉西日本シティ銀行（2019）
◉福岡ひびき信用金庫 （2021,2022）

【鹿児島県】
◉鹿児島銀行（2019,2023）

【沖縄県】
◉琉球銀行（2023）

【岩手県】
◉岩手銀行（2020）

【宮城県】
◉七十七銀行（2023）
【群馬県】
◉群馬銀行（2022）
◉東和銀行（2019、2020）
【栃木県】
◉栃木銀行（2019、2020,2021）
【千葉県】
◉千葉銀行(2021,2022)
【東京都】
◉きらぼし銀行（2020） 
◉SMTB（2022）

【山梨県】
◉山梨中央銀行（2020）

【静岡県】
◉静岡銀行(2022,2023)
◉浜松いわた信金（2020）

【愛知県】
◉碧南信用金庫（2022）

【奈良県】
◉奈良中央信金（2020）

【愛媛県】
◉伊予銀行（2022）
◉愛媛銀行（2020,2021,2022）

■図2　環境省「ESG地域金融促進事業」の対象（2019年度〜 2023年度）
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　昨今、50年、100年に一度と言われ
るような気象災害が頻発しているの
は記憶に新しい。例えばゲリラ豪雨、
線状降水帯、台風大型化、河川氾濫や
洪水、大雪そして降雹や竜巻。IPCC
※2の第6次評価報告書でも「人間の
影響が大気、海洋及び陸域を温暖化
させてきたことには疑う余地がない」
「人為起源の気候変動は、世界中のす
べての地域で、多くの気象及び気候
の極端現象に既に影響を及ぼしてい
る」と明言されている。気候変動の影
響から生じる災害はまさしく想定以
上に頻発していて、その実害を少し
でも回避するためには、ISO 14001
で要求されるような緊急事態に対す
る準備及び対応に真摯に取組むこと
が必須なのである。
　本稿では、2024年2月にISO規格
に追補された「気候変動対策」に関す
る要求事項などについて紹介すると
ともに、「気候変動への適応」につい
ての雑感を述べる。

ISO規格への「気候変動対策」
の追補
　ISO規格、認証機関の中で直近の話
題というと、表題にあるようにISOの
各マネジメントシステム規格に、「気
候変動対策」に関する要求事項、注記
が追加・補足されたことへの関心で
ある。2024年2月に発行された「マネ
ジメントシステム規格への気候変動
への配慮追加するIAF／ ISO共同コ
ミュニケ」という文書によって各マ
ネジメントシステムの関係者に通知、

公表された。
　何故、マネジメントシステム規格
への気候変動への配慮の追加がなさ
れることとなったのか、ISO文書を
引用しながら解説する。

　気候変動に関するISOロンドン宣
言を支持し、ISOは、気候変動がマ
ネジメントシステムの意図した結果
を達成する能力に及ぼす影響を考慮
する必要性に対処するため、2つの
新しい文章を多くの既存のマネジメ
ントシステム規格に追加し、開発／
改訂中のすべての新しい規格に含め
る決議を行った。この変更は、まず
これらの公表された規格の改正とし
て導入される。
　この変更（2つの新しい記述）は，
次のように、整合構造の新しいテキ
スト（ISO/IEC 専門業務用指針第 
1部の統合 ISO補足指針の附属書
SLの附属書 2）に組み込まれる。

■ 引用「マネジメントシステム規格への気

候変動への配慮追加するIAF/ISO共同

コミュニケ」2.1決定

　冒頭にあるISOロンドン宣言とは、
2021年9月にISO総会で採択された
宣言で、ISOにおける気候変動への
取組みの意思表明ということになる。
内容は「 ISO規格の開発などを通じ
て気候変動対策へのアプローチを変
革し、ネットゼロを達成するための
国際的な取組みを推進していく」こ
とを宣言している。

はじめに
　「気候変動と環境経営」、「気候変
動」「環境経営」のキーワードでイン
ターネット検索をかけると「脱炭素
経営」、あるいは「TCFD」※1、「SBT」、
「RE100」などの情報が出てくる。
　少し前、企業の環境の取組みとい
うと、CDPに代表される脱炭素（＝
CO2削減）の取組みの投資家・金融
機関向けの企業の格付け評価獲得
競争の関心が高かった。それら格付
け評価が乱立すると、情報開示をも
っと標準化してより広く公正に情報
を利用できるようにしようとして
TCFDが出てきたわけである。
　最近では「TCFDに注力するため、
ISO 14001の取組みどころではな
い」という組織も現れてきているが、
TCFDの専門家にご意見を伺うと本
末転倒であるとのこと。筆者もまっ
たく同意見である。TCFDは気候変
動対策の情報開示なので対策に注力
せずに情報開示にばかり熱心では本
末転倒。
　さて、唐突だが、「天災は忘れた頃
にやって来る」という言葉をご存じ
だろうか。これは明治・大正時代に活
躍された物理学者である寺田寅彦博
士の言葉とされる。この意味は「人々
は、世間を揺るがすような自然災害
で被害を被っても、時間が経てばこ
れを忘れてしまい、忘れた頃に自然
災害が発生するので、また大きな被
害を被ってしまう」という風刺、教訓
の文章ということである。

株式会社日本環境認証機構　研修事業部 グループ長　竹内 秀年

1Part

「気候変動と環境経営」雑感
〜ISO規格の追補と気候変動への適応〜
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　ちなみに、同宣言の発表は、ISO総
会及びCOP26の開催地である英国
規格協会（BSI）の提案により実現し
ている。英国規格協会（BSI）といえ
ば、ISO 9001や14001のベースとな
ったBS 5750や7750を策定してISO
をリードしてきた立役者でもある。
気候変動対策を各ISO規格に盛り込
むリーダーシップを発揮できたこと
は、規格先進国の面目躍如といった
ところだろう。

「気候変動対策」追補の内容
　各マネジメントシステム規格にどの
ような文章が追補されたのか。「マネ
ジメントシステム規格への気候変動
への配慮追加するIAF/ISO共同コミ
ュニケ」では、以下が示されている。

4.1 組織とその背景を理解する
　組織は、その目的に関連し、XXX
マネジメントシステムの意図した結
果を達成する能力に影響を与える外
部及び内部の問題を決定しなければ
ならない。
追加：組織は、気候変動が関連する
問題であるかどうかを決定しなけれ
ばならない。

4.2 関係者のニーズと期待を理解す
る
　組織は決定しなければならない：
●XXX管理システムに関連する利害

関係者。
●これらの利害関係者の関連要求事

項。
●これらの要求事項のうち、どれが

XXXマネジメントシステムを通じ
て対処されるのか。

追記：注：関連する利害関係者は、気
候変動に関する要求事項を持つこと
ができる。

■ 引用「マネジメントシステム規格への気

候変動への配慮追加するIAF/ISO共同コ

ミュニケ」2.1決定

　具体的な追補の内容は、4.1の要求
事項並びに4.2の注記の追加の2点
である。
　ちなみに、ISO 14001では要求事
項本文には明示されてはいないもの
の、例えば付属書A.4.1a)には「気
候」というキーワードが示されてお
り、また「気候」あるいは「気候変動」
という言葉は、3.2.1 環境の定義、
5.1 環境方針の注記、あるいは付属
書 A.6.1.1などに示されているので、
今回の「気候変動対策」の追補に違和
感を覚えることは少ないはずである。
環境マネジメント以外の分野（例え
ば品質、情報セキュリティ、労働安全
衛生、食品安全、他）の審査では、「気
候変動対策」に関する追補をどのよ
うに捉え、対応するべきか、今後の例
を注視する必要がある。
　とは言いながら、多くの組織では、
既にSDGsのマテリアリティ（重要
課題）として、13番目のゴールである
「気候変動に具体的な対策を」などに
取組んでいるはずで、今回の追補は
こうした取組みの加速・強化を狙っ
たものであるとも言える。
　「マネジメントシステム規格への気
候変動への配慮追加するIAF／ ISO
共同コミュニケ」の2.2 変更の意図
の項では、以下のように補足説明さ
れている。

2.2 変更の意図
　その意図するところは、マネジメ
ントシステムの有効性の観点から、
他のすべての事項に加えて、気候変
動問題を組織が考慮することを確実
にすることである。各マネジメント
システム規格におけるこれらの追加
的な記述は、この重要なトピックが
見過ごされることなく、マネジメン

トシステムの設計と実施においてす
べての組織が考慮することを保証す
るものである。
　4.1項と4.2項の要求事項の全体
的な意図に変更はない。これらの条
項には、組織がマネジメントシステ
ムの有効性に影響を与えうるすべて
の内部及び外部の問題を検討する必
要性がすでに含まれている。
　例えば、品質マネジメントシステ
ムに対する影響と安全衛生マネジメ
ントシステムに対する影響は大きく
異なる可能性があります。
　もちろん、気候変動の重要性を過
小評価するものではないが、（例え
ば）安全衛生マネジメントシステム
審査や道路交通安全マネジメントシ
ステム審査を、気候変動を不釣り合
いに考慮したものに変えるというの
が、今回の変更の意図ではない。
　IAFとISOは、気候変動は極めて
重要なトピックであり、気候への配
慮を加えることは非常に重要である
が、規格は常に、マネジメントシス
テムに影響を与えるすべての問題を
組織が考慮する必要性を含んでい
ることを強調したい。したがって、
MSSを導入している多くの組織は、
すでに気候変動に配慮していること
になる。

■ 引用「マネジメントシステム規格への気

候変動への配慮追加するIAF／ISO共同

コミュニケ」2.2変更の意図

　
　最後の段落の2つの文章はいささ
か手厳しい。ISOのマネジメントシ
ステム規格の意図を理解して取組ん
でいる組織は既に「気候変動対策」
に取組んでいるはずで、今回の追補
の影響はないと逆説的に強調してい
る。言い換えればこれまで取組んで
いない組織は今回の改正を機会とし
てしっかり取組むべきとの期待の念
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押しともいえる。
　ちなみに、規格は「ISO 14001：
2015／Amd.1:2024」と表記される
（Amd.1はAMENDMENT 1＝追補
１の略号）。

どのように取組むべきか
　今改正は、ISO規格の追補であり、
すぐさま要求事項や認証要件が変わ
って、不適合となるということには
ならないだろう。
　繰り返しになるが、多くの企業は、
既にTCFDに参画するなど、環境マ
ネジメントシステム、SDGsなどサ
ステナビリティの一環として、「気候
変動対策」を実施している。つまり組
織全体としてみれば既に経営課題と
して取組んでいるため、それを各マ

ネジメントシステムの活動、審査に
反映すれば良いだけのことである。
　未対応の組織があったとしても、
TCFD（気候関連財務情報開示）な
どの情報はネット上でも開示されて
いるため、「企業名」と「気候変動」、
「企業名」と「TCFD」でAND検索を
かけると多数の情報がヒットするの
で、取組みの参考情報には困ること
はないはずだ。
　忘れてならないのは、気候変動対
策の取組みは、大きく「緩和」と「適
応」に分けられること。これまで気
候変動対策というと、「緩和」、すなわ
ちCO2削減や再生可能エネルギーへ
の切替などばかりが取り上げられる
ことが多かったが、今般の追補され
た気候変動対策では、当然「適応」も

含まれることに留意するべきである。
（図1）
　TCFDでは、気候変動のリスクを
移行リスク（低炭素社会への移行に
伴い発生する財務上、評判上のリス
ク）と物理的リスク（洪水、暴風雨な
どの気象事象によって発生するリス
ク）に分けて論じており、「適応」とは
TCFDでいうところの物理的リスク
に該当する。気象災害への対応は、過
去の「 JACOフォーラム」や「 JACO 
NEWS」でも度々取り上げているの
で、そちらをご参照いただければ幸
いである。経営課題としては、防災、
BCP（事業継続計画）、緊急事態への
準備及び対応への取組みは気候変動
対策に密接に関係するものとの認識
を新たにしていただければと思う。視

出典：気候変動適応プラットフォームhttps://adaptation-platform.nies.go.jp/

■図１　気候変動の緩和と適応
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■参考資料
▶『 天災と国防 』寺田寅彦（講談社学術文庫）
▶TCFDコンソーシアム　https://tcfd-consortium.jp/
▶気候変動適応情報プラットフォーム　https://adaptation-platform.nies.go.jp/plan/
　government/act.html
▶環境省　気候変動適応法　https://www.env.go.jp/earth/earth/tekiou/page_00608.html
▶気象庁　気候変動に関する政府間パネル（IPCC）　
　https://www.data.jma.go.jp/cpdinfo/ipcc/index.html
▶『JACO NEWS』No.39　2020 October 　ISO 14001とBCP（事業継続プラン）
▶『JACO NEWS』No.38　2020 May　ISO 14001：2015を活用した気候変動適応

※1：TCFDとは、G20の要請を受け、金融安定理事会（FSB）*により、気候関連の情報開示及び金融機関の
対応をどのように行うかを検討するため、マイケル・ブルームバーグ氏を委員長として設立された「気候関連
財務情報開示タスクフォース（Task Force on Climate-related Financial Disclosures）」を指します。
TCFDは2017年6月に最終報告書を公表し、企業等に対し、気候変動関連リスク、及び機会に関するガバ
ナンス、戦略、リスクマネジメント、指標と目標等の項目について開示することを推奨しています。

※2：IPCC（IPCC: Intergovernmental Panel on Climate Change：気候変動に関する政府間パネル）と
は、世界気象機関（WMO）及び国連環境計画（UNEP）により1988年に設立された政府間組織。世界中の
科学者の協力の下、出版された文献（科学誌に掲載された論文等）に基づいて定期的に報告書を作成し、気
候変動に関する最新の科学的知見の評価を提供している。

点を変えれば、企業組織のサステナビ
リティは、長期的なBCPの延長線上
に実現するものとも言えるのである。
　気候変動対策の参考情報としては、
「気候変動適応情報プラットフォー
ム」というポータルサイトをお勧め
する。このサイトは、2018年に制定
された気候変動適応法と、その関連
情報を提供しており、事業者の取組
事例なども参照できる。

さいごに
　今回の追補は、まずは審査におい
て次のような対応になる。

●トップマネジメントインタビュー
　での確認
　4.1、4.2について、トップマネジ
メントが「気候変動」にどのような
問題認識をしているか、組織として
どのように取組んでいるかを確認。

●リスク及び機会での確認
　経営者の考えを確認した上で、外
部及び内部の課題、利害関係者のニ
ーズ及び期待、リスク及び機会にど
のようにとりあげられているかの確

認。またそれがマネジメントシステ
ム、取組みの計画にどのように展開
されているかの確認。（明示的に展開
されていない場合もある）
　
　ご承知の通り、ISO規格では、要
求事項に対する管理策を示すことは
あるが、取組み方やその程度は各組
織の判断となる。ただ、今回はISO
（国際標準化機構）が気候変動に取組
む一環として規格に追補を行ったと
いう背景から、もし認証組織が審査

において「全く気候変動に関係がな
い」「気候変動に取組まない」という
判断、意思表示を行った場合、審査
員は、その判断根拠について踏み込
んで確認（議論）をすることになるだ
ろう。
　気候変動は、社会全体、組織全体の
課題であるはずなので、組織認証の
各マネジメントシステムでどのよう
な取組みが考えられるのか、そして
どのように取組むのか、今後のアイ
デアと実践に期待したい。

■図2　気候変動適応情報プラットフォーム
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https://bp-co.jp/company/thought/

株式会社ベストパートナー

ISOに経営の型を見る

　弊社がISOに取組み15年以上にな
ります。初めは労働環境に配慮した導
入動機で今のような経営に直結した運
用は考えてもいませんでした。当時は

【難しい事をしているな】【正直めんど
くさい】などマイナスイメージが社内
でも蔓延していたように思えます。転
機は、2015年版の規格統一と2016
年に保険業界に課せられた【保険業法
の改正】でした。くしくもその頃から
経営について学びだした私にとって
はこの時期の社会の変化と自身の立
場の変化により、ISOと経営を深く紐
づけるにはあまりにも必然性があり
ました。ISOの目的（ゴール）と言える

【顧客の最善の利益】、保険業法改正で
新ためて問われた【顧客本位の業務運
営】、そして私が、創業者から引継ぎ、
昇華させた【vision ＝地域で最も働き
たい会社】が図らずとも合致した瞬間
でした。その上で、弊社を取り巻くス
テークホルダーに伝える『共通言語』
としてこのISO品質マネジメントシ
ステムを活用出来た事は幸運としか言
いようがありません。当時業界では珍
しい中、導入を決断した、先代創業者
の慧眼に関心するともに今は感謝をし
ています。

経営＝まず初めに誰を
幸せにする戦いか？

　我々保険業界に身を置くものとし
て、災害のリスクや不確かで、複雑で
変化の激しい世の中においては、リス
クマネジメントは大きな社会的課題で

代表取締役　門 和宏 様

『スタッフと経営者が笑って過ごせるか』
が価値基準のど真ん中

あります。弊社も保険代理
店として、【誰もが何度でも
リトライする事が出来る世
の中】を実現する為のリス
クマネジメント提供を使命
としております。そんな目
に見えない商品の代表格で
ある保険を扱う【人】が業
界的には【募集人】と明記され、従事し
ていることに大きな不安と不満を抱い
ています。通常の雇用形態とは異なる
ような、正社員か個人事業主なのかよ
くわからない働き方が多く、本当に顧
客の最善の利益に繋げる仕事が出来る
のかと。保険販売というものがややも
すると【稼げる】という一点でのみモ
チベーションが保たれており、使命感
に燃えて販売されていないのではない
か？ まずは売るべき人が、心理的安
全性を担保され働けているのかを会社
が解決すべき社会的課題とし、最も近
しき顧客＝保険業界を選んでくれた弊
社のスタッフを、まず初めに幸せにす
る戦いを経営者として始めようと考え
ました。

Vision＝
最も働きたい会社への取組

　先代の成しえなかった【業界の地位
向上】を引継ぎ、最も働きたい会社に
するためにまずは、理念やvisionの浸
透を測ること、その為には【自分がい
る会社を愛してもらう】事に重点を置
きました。新社屋にはそんな働く仲間
を大切に考え、弊社を選んでくれてい
るお客様の為の仕掛けが随所にちりば
められています。地域ではどこよりも

綺麗なトイレスペース、広々としたオ
フィス、空調だけではなくロスナイ換
気扇を設置し、空気の流れも考えまし
た。カフェラウンジでは気分を変えて
仕事が出来、お客様とはパーソナルな
空間で思う存分話し込み、お客様のお
困りごとを聞き逃しません。ご来店頂
いたお客には大画面ディスプレイで保
険商品の説明をし、物的なわかりやす
さを提供しています。また健康経営に
も取組み、社外のフィットネスジム、
社内のベスパジムも利用可能（家族）
とし、心身コンディションを念頭に置
いて全力で働ける環境作りにリソース
をつぎ込んでいます。子育て世代も多
く働いており、学校が休みの時は職場
に連れて来てもらい仕事をする、また
子供を連れての社内旅行など、スタッ
フの一番大事なものに会社がコミット
する事を経営のど真ん中に据えていま
す。今の世の中ビジネスライクに早期
退職が横行し、顧客＝株主だ、経営者
だと言われていますが、真にお客様の
事を考えた時に、お客様を幸せにする
のはそこで働く人なのだ、働く人を幸
せにし、成長に関与し、最善の力を発
揮させる事こそが経営なのだと私は考
えています。ISOはその為の大きな武
器になりえると思います。

1

伝説の働き者に贈るパーティー
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SEMINAR JACOセミナー詳細情報は『JACOホームページ［研修•セミナ－］』
https://semi.jaco.co.jp/ をご覧ください。

…環境セミナー

…食品安全セミナー

…統合セミナー

…出張セミナー（講師派遣型セミナー）

　本セミナーでは長年環境ビジネス・
環境業務に携わってこられた講師が、
企業が取組むべき環境管理を豊富な事
例とともに温暖化や土壌汚染などの基
本、法律、対策技術、用語解説と企業
の環境管理に関する情報を幅広く平易
に紹介します。また、JACOの研修講
師がファシリテーター役として講師と
ともに環境管理の基礎知識について解説を行い、ご受講者の理
解がすすむよう支援いたします。

　食品安全セミナーはFSMS（ISO 22000）と
FSSC 22000に分けて実施しておりましたが、今年度から
FSMSはFSSCの中に含め、共通部分を同時に行うようにいた
しました。FSSCがver.6へ改訂されましたため、開催頻度を
高くして実施予定です。奮ってご参加ください。

今後も皆様のお役に立てるようなセミナーを開催できるよう努めて参
ります。御社の課題解決に、ぜひJACOのセミナーをご活用ください。

JACOのホームページでセミナーページをご覧いただいたことがありますか？（各QRコードからアドレスが読み取れます）
ご希望のセミナーが見つかりやすいよう、認証のページ同様マネジメントシステムごとに掲載しておりますので、
ぜひ一度のぞいてみてください。各マネジメントシステムの内部監査員養成コースがおなじみかと存じますが、

今回は新しく開設したり、内容を新しくした、話題のセミナーをご紹介いたします。

JACOセミナーのご案内 （研修事業部）

ケーススタディで学ぶ
環境管理の基礎知識

■FSSC 22000 規格解説コース1.5日 
　Ver.6対応 (ISO/TS 22002-1)
■FSSC 22000 内部監査員養成コース2日 
　Ver.6対応 (ISO/TS 22002-1)
■ISO 22000：2018 規格解説コース1日
■ISO 22000：2018 内部監査員養成
　コース1.5日
https://semi.jaco.co.jp/
seminar_category/fsms_semi/

■EQ統合 内部監査員養成コース２日
　【同時開催（1日目）】「環境＋品質
　マネジメントの統合化の基礎1日」
https://semi.jaco.co.jp/
seminar_category/
total-management-system/

講師：水上…浩（JACO技師長）

　JACOで行っているセミナーを組織様ごとに開催するセミナー
です。講師が訪問して行う会場集合形式、オンラインにて実施
する形式どちらでも可能です。オンラインは組織様の会場とつ
なぐ形（PC1台）、在宅の方が参加されて複数の回線を接続し
て行う形など、状況に合わせて対応ができますのでぜひご相談
ください。13名様以上ご受講者がいる場合は費用的なメリッ
トもございます。

JACOのホームページより、
お見積もりの
申込みが可能です
https://semi.jaco.co.jp/mitsumori/

https://semi.jaco.co.jp/
seminars/ems_casestudy/

講師：大岡健三 氏

　ISO 14001とISO 9001は2015年版の改訂を経て、統合マ
ネジメントシステムとして相乗効果を発揮しやすくなりました

（図1）。本セミナーでは環境/品質マネジメントシステムの要
求事項を、それぞれどのように事業プロセスと統合して運用する
かについて解説し、統合マネジメントシ
ステムであるからこそ創出される付
加価値を最大化できるようにする
ためのあり方を紹介します。
　さらに、事業の課題解決
を目指すためのプロセ
スアプローチ内部監
査について、演習を通
して習得いただきます。
　また、教材としてJIS Q 14001とJIS Q 9001規格書を差上げ、
規格を使いこなすためのコツをお伝えします。

大岡氏の著書もテキスト
として差し上げています

品質 QMS

環境 EMS

MS共通事項 （図1）
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三菱UFJ銀行

アロフト大阪堂島

堂島川 京阪電車中之島線
渡辺橋駅

阪神高速環状線

●地下鉄 銀座線・南北線 溜池山王駅
　下車 8番出口前
●地下鉄 千代田線・丸ノ内線
　国会議事堂前下車 徒歩6分

■本社（東京）
〒107-0052 
東京都港区赤坂2-2-19 アドレスビル
TEL. 03-5572-1721　
FAX. 03-5572-1730

■関西支社（大阪）

●JR大阪駅下車 徒歩10分
●JR東西線 北新地駅下車 徒歩6分
●地下鉄 御堂筋線 梅田駅下車 徒歩10分
●地下鉄 四ッ橋線 西梅田駅下車 徒歩6分
●京阪電車 中之島線 渡辺橋駅下車 徒歩4分

〒530-0003
大阪市北区堂島2-1-7 日販堂島ビル
TEL. 06-6345-1731
FAX. 06-6345-1730

交通案内 交通案内

山王パーク
タワー

銀座線・
南北線
溜池山王駅

丸の内線
国会議事堂前駅

千代田線
国会議事堂前駅

首相官邸

外堀通り

至六本木

至赤坂見附

至桜田門

衆議院議員会館

コマツビル

出口-8

出口
-5

出口
-1

六
本
木
通り

首都
高速

事業所の所在地

JACOではホームページで各種情報をお届けしています。https://www.jaco.co.jp/

■新規にISOの認証取得をご検討のお客様は
■サーベイランス・更新審査の見積りや登録情報のご変更などに関することは
■営業部・西日本営業部
東京（営業部） TEL.03-5572-1722 FAX.03-5572-1733

関西（西日本営業部） TEL.06-6345-1731 FAX.06-6345-1730

■審査に関することは
〈EMS/QMS〉

基幹事業本部（東京） TEL.03-5572-1725 FAX.03-5572-1731

基幹事業本部（関西） TEL.06-6435-1732 FAX.06-6435-1730

〈ISMS/ITSMS/BCMS〉
IS事業部 TEL.03-5572-1745 FAX.03-5572-1730

〈OHSMS〉
労働安全衛生審査センター TEL.06-6345-1732 FAX.06-6345-1730

〈FSMS/FSSC〉
食品事業部 TEL.03-5572-1388 FAX.03-5572-1731

〈AMS〉
事業開発部 TEL.03-5572-1726 FAX.03-5572-1730

〈海外〉
基幹事業本部（東京） TEL.03-5572-1725 FAX.03-5572-1731

■セミナー、書籍、ネットワークに関することは

研修事業部（東京） TEL.03-5572-1723 FAX.03-5572-1988

■登録証発行に関することは

営業部 TEL.03-5572-1722 FAX.03-5572-1733

■苦情やご要望に関することは

コンプライアンス室 TEL.03-5572-1741 FAX.03-5572-1730
■各種アセスメントサービスに関することは

事業開発部 TEL.03-5572-1726 FAX.03-5572-1730

■審査日程調整にかかわる事項に関することは

基幹事業本部 TEL.03-5572-1748 FAX.03-5572-1742

各種お問い合わせ・お申し込み

『JACO NEWS』 46号も皆様のご協力のお蔭で無事に発行すること
ができました。有難うございました。ぜひご覧いただき、ご活用
いただければ幸いです。今後ともよろしくお願い申し上げます。

 （しい えす子）

編集
後記掲載記事に対するご意見をお聞かせください。

E-mail:jaconews-office@jaco.co.jp
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